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平成 17 年 8 月期   個別中間財務諸表の概要       平成17年4月19日 
会 社 名  株式会社 創通エージェンシー     上場取引所 JASDAQ 

コ ー ド 番 号  ３７１１               本社所在都道府県  東京都 

（ＵＲＬ http://www.sotsu-ag.co.jp） 

代  表  者 役  職  名 代表取締役社長 
        氏    名 湯浅 昭博 
問い合わせ先 責任者役職名 執行役員 管理ｸﾞﾙｰﾌﾟ ｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰ 

        氏    名 出原 隆史    ＴＥＬ（03）3248－0311 

決算取締役会開催日  平成17年 4月19日  中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日  平成─年─月─日  単元株制度採用の有無 無 

 

１．平成17年2月中間期の業績（平成16年9月1日～平成17年2月28日） 

(1) 経営成績                                    （百万円未満切捨） 

 売上高 営業利益 経常利益 

 

平成17年2月中間期 

平成16年2月中間期 

百万円   ％

5,276 （   5.2）

5,013 （  22.3）

百万円   ％

635 （△24.0）

836 （ 12.0）

百万円   ％

651 （△23.1）

848 （ 12.2）

平成16年8月期 9,737  （ 32.9） 1,382  （17.6） 1,409  （18.1）

 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

 

平成17年2月中間期 

平成16年2月中間期 

百万円   ％

355 （△18.7）

437 （ 11.7）

円  銭

8,085 11 

9,943 39 

平成16年8月期 754  （19.0） 16,396 38 

(注)①期中平均株式数   平成17年2月中間期 44,000株  平成16年2月中間期 44,000株  平成16年8月期 44,000株 
②会計処理の方法の変更   無 

③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

 

(2) 配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 

平成17年2月中間期 

平成16年2月中間期 

円  銭

───── 

───── 

円  銭

───── 

───── 

平成16年8月期 ───── 2,000 00 

 

(3) 財政状態                                    （百万円未満切捨） 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 

平成17年2月中間期 

平成16年2月中間期 

百万円

 10,919 

 9,642 

百万円

8,386 

7,897 

％ 

76.8 

81.9 

円  銭

190,597 60 

179,499 28 

平成16年8月期  10,046 8,201 81.6 185,653 37 

(注)①期末発行済株式数  平成17年2月中間期 44,000株  平成16年2月中間期 44,000株  平成16年8月期 44,000株 
②期末自己株式数   平成17年2月中間期   ─株  平成16年2月中間期   －株  平成16年8月期   －株 

 

２．平成17年8月期の業績予想（平成16年9月1日～平成17年8月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通 期 

百万円 

10,700 

百万円

1,575 

百万円

866 

円 銭 

2,000 00 

円 銭

2,000 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）18,931円82銭 

※この資料に記述されている将来に関する記述は、当社及び当社グループが本資料の発表日現在において入手可能な

情報から得られた判断に基づいており、リスク及び不確実性を包含しております。よって、実際の業績は、当社及び

当社グループの事業を取り巻く経済環境、市場動向、為替レートの変動等の様々な要因により、記述されている業績

見通しとは大きく異なる結果となり得ることをご承知おきください。 
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６. 個別中間財務諸表等 

（1）【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成16年２月29日） 
当中間会計期間末 

（平成17年２月28日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成16年８月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   4,141,420 4,853,781  3,924,869

２．受取手形 ※２  190,128 317,924  255,880

３．売掛金   1,199,857 1,882,626  1,758,539

４．有価証券   ― 5,000  4,975

５．たな卸資産   360 2,609  2,835

６．繰延税金資産   38,625 28,114  72,733

７．その他   398,665 15,186  168,278

貸倒引当金   △2,285 △2,200  △2,906

流動資産合計   5,966,772 61.9 7,103,043 65.1  6,185,206 61.6

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産    

(1）建物 ※１  139,125 131,518  135,110

(2）車両運搬具 ※１  2,179 1,484  1,766

(3）工具器具備品 ※１  10,093 7,127  8,273

(4）土地   376,194 376,194  376,194

有形固定資産合計   527,592 5.5 516,325 4.7  521,344 5.2

２．無形固定資産   947 0.0 947 0.0  947 0.0

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券   2,451,018 2,256,240  2,340,215

(2）関係会社株式   148,350 444,940  444,940

(3）繰延税金資産   58,728 97,729  62,479

(4）その他   495,978 501,190  492,300

貸倒引当金   △7,000 △1,400  △1,400

投資その他の資産合計   3,147,074 32.6 3,298,701 30.2  3,338,534 33.2

固定資産合計   3,675,615 38.1 3,815,974 34.9  3,860,826 38.4

資産合計   9,642,387 100.0 10,919,017 100.0  10,046,033 100.0

    

 

 



 

－  － 

 

 

28

  
前中間会計期間末 

（平成16年２月29日） 
当中間会計期間末 

（平成17年２月28日） 

前事業年度の 

要約貸借対照表 

（平成16年８月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）
金額（千円） 

構成比

（％）

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金   648,035 1,322,217  787,004

２．未払法人税等   392,998 255,360  279,118

３．賞与引当金   14,086 22,815  16,949

４．その他 ※３  39,344 287,008  105,301

流動負債合計   1,094,466 11.4 1,887,401 17.3  1,188,374 11.9

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金   22,597 21,759  24,020

２．役員退職慰労引当金   318,605 318,495  322,095

３．その他   308,750 305,067  309,796

固定負債合計   649,952 6.7 645,321 5.9  655,911 6.5

負債合計   1,744,419 18.1 2,532,723 23.2  1,844,285 18.4

    

（資本の部）    

Ⅰ 資本金   414,750 4.3 414,750 3.8  414,750 4.1

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  391,240 391,240 391,240 

２．その他資本剰余金  107,507 107,507 107,507 

資本剰余金合計   498,747 5.2 498,747 4.6  498,747 5.0

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  30,000 30,000 30,000 

２．任意積立金  6,250,000 6,850,000 6,250,000 

３．中間(当期)未処分利益  494,557 446,233 811,488 

利益剰余金合計   6,774,557 70.2 7,326,233 67.1  7,091,488 70.6

Ⅳ その他有価証券評価差額金   209,913 2.2 146,563 1.3  196,761 1.9

資本合計   7,897,968 81.9 8,386,294 76.8  8,201,748 81.6

負債資本合計   9,642,387 100.0 10,919,017 100.0  10,046,033 100.0
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（2）【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年２月29日）

当中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日）

前事業年度の 

要約損益計算書 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年８月31日）

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）
金額（千円） 

百分比

（％）

Ⅰ 売上高   5,013,212 100.0 5,276,334 100.0  9,737,375 100.0

Ⅱ 売上原価   3,993,099 79.7 4,443,847 84.2  7,977,404 81.9

売上総利益   1,020,112 20.3 832,487 15.8  1,759,970 18.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費   183,824 3.6 196,977 3.8  377,211 3.9

営業利益   836,288 16.7 635,509 12.0  1,382,759 14.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  26,062 0.5 22,091 0.5  46,262 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  14,321 0.3 5,689 0.1  19,119 0.2

経常利益   848,029 16.9 651,911 12.4  1,409,902 14.5

Ⅵ 特別利益   ─ ─ ― ―  1,509 0.0

Ⅶ 特別損失   4,500 0.1 ― ―  4,300 0.0

税引前中間(当期)純利益   843,529 16.8 651,911 12.4  1,407,112 14.5

法人税、住民税及び事業

税 
 398,092 252,344 673,575 

法人税等調整額  7,928 406,020 8.1 43,822 296,166 5.7 △20,903 652,671 6.7

中間(当期)純利益   437,509 8.7 355,744 6.7  754,440 7.8

前期繰越利益   57,048 90,488  57,048

中間(当期)未処分利益   494,557 446,233  811,488
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中間財務諸表作成のための基本となる事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日）

当中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日）

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日）

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

子会社株式 

 移動平均法による原価

法を採用しております。

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式

同左 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定）を採用し

ております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定）を採用しており

ます。 

 時価のないもの 

 移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

 商品 

 移動平均法による原価

法を採用しております。

商品 

同左 

商品 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

有形固定資産 

定率法を採用しております。

 主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物      ３年～50年

車両運搬具      ６年

工具器具備品  ５年～８年

有形固定資産 

定率法を採用しております。

 主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物      ６年～50年

車両運搬具      ６年

工具器具備品  ３年～８年

有形固定資産 

定率法を採用しております。

 主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物      ６年～50年

車両運搬具      ６年

工具器具備品  ３年～８年

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

同左 同左 

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に備え

るため、賞与の支給見込額の

うち当中間会計期間に負担す

べき額を計上しております。

同左  従業員の賞与の支給に備え

るため、賞与の支給見込額の

うち当期に負担すべき額を計

上しております。 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成15年９月１日 
至 平成16年２月29日）

当中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日）

前事業年度 
（自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日）

 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当期末における自

己都合要支給額の見込額に

基づき、当中間会計期間末

に発生していると認められ

る額を計上しております。 

同左  従業員の退職給付に備え

るため、当期末における自

己都合要支給額の見込額に

基づき、当期末に発生して

いると認められる額を計上

しております。 

 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

  役員の退職により支給す

る退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく中間期末

要支給額を計上しておりま

す。 

同左  役員の退職により支給す

る退職慰労金に備えるた

め、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成の

ための基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜

方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 

 

追加情報 

前中間会計期間 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年２月29日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年８月31日） 

────── (外形標準課税） 

｢地方税法等の一部を改正する法律｣

（平成15年法律第９号）が平成15年３月

31日に公布され、平成16年４月１日以後

に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当中間会計

期間から｢法人事業税における外形標準

課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い｣（平成16年２月13日 

企業会計基準委員会 実務対応報告第12

号）に従い、法人事業税の付加価値割及

び資本割については、販売費及び一般管

理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が

3,725千円増加し、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が、3,725千円減

少しております。 

────── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成16年２月29日現在） 

当中間会計期間末 

（平成17年２月28日現在） 

前事業年度末 

（平成16年８月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

195,469千円 206,736千円 201,717千円 

※２．中間会計期間末日満期手形 ※２．   ────── ※２．   ────── 

中間会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたもの

として処理しております。中間会

計期間末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。 

受取手形 25,865千円
 

  

※３．消費税等の取扱い ※３．消費税等の取扱い ※３．   ────── 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

同左  

 

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年２月29日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年８月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息        183千円 受取利息        170千円 受取利息        368千円

有価証券利息    10,066千円 有価証券利息      143千円 有価証券利息    10,264千円

受取配当金      6,266千円 受取配当金      6,047千円 受取配当金     15,059千円

 受取家賃      10,742千円 受取家賃      19,885千円

 匿名組合投資収益   4,728千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

匿名組合投資損失   7,549千円 上場関連費用     5,653千円 匿名組合投資損失   8,595千円

上場関連費用     6,771千円 上場関連費用    10,523千円

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産     6,217千円 有形固定資産     5,018千円 有形固定資産    12,466千円

 

 



 

－  － 
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年２月29日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年８月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

―――――― 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引に係る注記内容の重要性が乏

しく、契約１件当たりの金額が少額な

リース取引のため、記載を省略しており

ます。 

１．リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相

当額 

―――――― 

   

(2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

 (2）未経過リース料期末残高相当額 

  ────── 
   ────── 

   

(3）支払リース料及び減価償却費相当

額 

 (3）支払リース料及び減価償却費相当

額 
 
支払リース料 118千円

減価償却費相当額 118千円
  

  
支払リース料 118千円

減価償却費相当額 118千円
  

   

(4）減価償却費相当額の算定方法  (4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

 



 

－  － 
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（１株当たり情報） 

前中間会計期間 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年２月29日） 

当中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成15年９月１日 

至 平成16年８月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

179,499円28銭 190,597円60銭 185,653円37銭 

１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益 

9,943円39銭 8,085円11銭 16,396円38銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益については、潜在株式がないため記

載しておりません。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益については、潜在株式がないため記

載しておりません。 

（注） １株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成15年９月１日

至 平成16年２月29日)

当中間会計期間 

(自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日) 

前事業年度 

(自 平成15年９月１日

至 平成16年８月31日)

中間(当期)純利益（千円） 437,509 355,744 754,440 

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― 33,000 

（うち利益処分による取締役賞与金） ― ― (33,000) 

普通株式に係る中間(当期)純利益（千円） 437,509 355,744 721,440 

期中平均株式数（株） 44,000 44,000 44,000 

 

 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

 


